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公共建築物における木材活用の推進
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説明の流れ

I. 国土交通省官庁営繕部の役割

II. 公共建築物の木材利用の促進

1. 技術基準類の整備

2. 官庁施設の整備事例（木造化・内装等の木質化）
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Ⅰ．国土交通省官庁営繕部の役割

Ⅰ．国土交通省官庁営繕部の役割

総理大臣官邸
中央合同庁舎
地方合同庁舎
一般庁舎
試験研究機関

博覧会政府館

等

国会議事堂
特別会計
刑務所
特殊な防衛施設
小規模営繕 等

各

省

各

庁

国

土

交

通

省

営繕計画書に関する意見書の送付営繕計画書に関する意見書の送付

位置・規模・構造並びに保全の基準の設定位置・規模・構造並びに保全の基準の設定

保全の実地指導保全の実地指導

官庁施設の整備

官庁施設に関する基準の設定

合同庁舎をはじめ、単独官署の事務庁舎、研究施設、教育文化施設、社
会福祉施設等、様々な官庁施設を整備

対象施設：約３，７００施設、約１，２００万㎡

指導・監督

○各省各庁の営繕計画に関して、技術的見地から意見

勧告勧告

○危険庁舎に対してや位置・規模・構造又は保全の観点から勧告

○各省各庁の施設管理者に対する保全指導
対象施設：約１４，０００施設、約４，９００万㎡

○官庁施設が備えるべき状態を示す基準
○計画的かつ効率的に保全を行うための基準
○このほか各種技術基準類

研修施設
図書館
国際会議場
社会福祉施設
迎賓館
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○官庁営繕部は、官公庁施設の建設等に関する法律に基づき、官庁施設の整備・保全に関する業務を実施している。
○具体的には、官庁施設の災害を防除し､公衆の利便と公務の能率増進を図るため､以下の取り組みを行っている。

①（特殊な施設等を除く官庁施設対象）施設整備、 ② （全官庁施設対象）各省各庁への指導・監督と基準の設定
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Ⅱ．公共建築物の木材利用の促進

公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針

○農林水産大臣及び国土交通大臣は、毎年１回、基本方針に基づく措置の実施状況を公表

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律

【平成22年10月４日農林水産省,国土交通省告示】

措置の実施状況の公表

【平成28年2月18日（第5回）】

○ 新営予算単価
○ 木造計画・設計基準
○ 公共建築木造工事標準仕様書
○ 木造耐火建築物の整備指針
○ 木材利用導入ガイドライン

積極的に各省各庁・地方公共団体等に周知

【平成22年10月１日施行】

○課長級連絡会議
【平成27年12月16日（第6回）】

関係省庁連絡会議 等

・国民の目に触れる機会が多い部分
（エントランスホール、情報公開窓口等）

内装等の木質化を促進

・耐火建築物とすることが求められない低層の建築物
（災害応急対策活動に必要な施設等を除く）

原則、木造化

技術基準類の整備

○関係省庁等会議【平成26年1月17日】
・農水・国交副大臣より、更なる木材利用

を各省（局長・課長）に要請

・木材利用の促進に向けた措置の検討

人材の育成

○ 木材利用の取組に関する事例集
○ 木造事務庁舎の合理的な設計に

おける留意事項
〇 木材を利用した官庁施設の適正な

保全に資する整備のための留意
事項

「木材利用推進研修」（国土交通大学校）

平塚地方合同庁舎 会議室棟（木造化）

熊本地方合同庁舎(内装等の木質化)

官 庁 営 繕 部 に お け る 取 組

○ＣＬＴ活用促進に関する関係省庁連
絡会議

・国の施設への活用に関する勉強会主催

公共発注機関全体での木材利用の環境整備

住宅分野に比べて木造の実例が少ない公共建築分野において木材の利用を促進する。

・木造の官庁施設整備に用いる技術基準類の整備を進め、広く情報提供等を行う。（各省各庁・地方公共団体と積極的に連携）
・直轄の官庁営繕事業において木材を利用した官庁施設の整備を積極的に推進するとともに、告示制定（※）を踏まえ

ＣＬＴの活用について、関係府省と連携して具体的な検討を進める。 ※ ＣＬＴを用いた建築物の一般的な設計法等の策定について（平成２８年４月１日）等

直轄事業での木造化・木質化
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Ⅱ．公共建築物の木材利用の促進（全体像）



方針＜２＞の具体的方策

①木造化の実施
②内装等の木質化の実施
③木造化対象の拡大の検討

木材利用の一層の促進

・長期間にわたる炭素の貯蔵
・国土の保全
・水源の涵養

・一般建築物への波及効果
・木材自給率の向上

・断熱性、調湿性の向上
・紫外線の吸収
・衝撃の緩和

○木材を利用した者の満足
（木材の需要拡大、安定供給）

○地域経済の活性化

○木材利用建築物を利用した者
の満足
（木の温もり・暖かさの享受）

木
材
使
用
量
の
増
大

Ⅱ．公共建築物の木材利用の促進

○地球温暖化の防止・低炭素社会
の構築

○森林の多面的機能の持続的
発揮への貢献

方針＜１＞の具体的方策 【５つの環境づくり】

①制度環境づくり ④人的環境づくり
②財務環境づくり ⑤情報環境づくり
③技術環境づくり
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方針＜１＞公共建築分野において、木材を利用しやすい環境づくりを先導的に進める

＜２＞官庁営繕事業において、木材利用の先導的かつ模範たる取組を積極的に行う

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ-1. 技術基準類の整備



Ⅱ-1.技術基準類の整備

官庁施設整備の各段階に係る技術基準類の整備・充実

○ 新営予算単価

○ 公共建築木造工事標準仕様書

○ 公共建築物における木材利用の取組に関する事例集

（今後、策定予定）

計 画

設 計

工 事

完 成

保 全
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○ 木造計画・設計基準
○ 木造事務庁舎の合理的な設計における留意事項
○ 官庁施設における木造耐火建築物の整備指針
○ 公共建築物における木材利用の導入ガイドライン
○ 木材を利用した官庁施設の適正な保全に資する整備のための留意事項（案）

Ⅱ-1.技術基準類の整備

■木造計画・設計基準（平成２３年５月）

２．ポイント

○耐久性

施設を50～60年を目安として使用すること並びにそれ以上の長期に使用することを目標とした場合での、腐朽・シロ

アリ対策として、通気構法の採用、高耐久樹種の使用、木材の薬剤処理等を規定。

○防耐火

防耐火の規定を満足しつつ、木材を構造体及び内装、外装に使用することのできる手法（燃えしろ設計、不燃化木

材の使用等）を列挙。

○構造計算

事務所用途の荷重に対応するため、原則として構造計算を行う。

○構造材料

構造計算を行うため、構造体に用いる木材は原則としてＪＡＳ材等とする。

１．適用

○木造の官庁施設の設計に適用

○官庁営繕が行う木造の官庁施設の設計に関し、必要な技術的事項及び標準的手法を定めている。

○事務所用途の建築物は、住宅用途の建築物とはスパンや床荷重等が異なるため、広く普及している木造住宅の設計
手法、工法等が必ずしも適用できない場合がある。そのため、官庁施設の中でも特に事務所用途の建築物に関する事
項について充実した内容としている。

※その他、木造以外の庁舎等の建築設計に適用する「建築設計基準」に、内装等の木質化を
図る規程を追加。 10



Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築木造工事標準仕様書（平成２８年２月改定）

１．適用

○建築物

木造建築物 （建築基準法施行令第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分（基礎及び基礎くいを除く。）の全

部又は一部に木材を用いる建築物）

→ 低層で小規模の許容応力度計算を行う建築物を想定 （耐火建築物は対象外）
丸太組構法を除く）

○工事

軸組構法（壁構造系）・軸組構法（軸構造系）・枠組壁工法・丸太組構法に係る新築・増築の建築工事

（公共工事標準請負契約約款に準拠した契約書により発注される工事）

※本仕様書が工事請負契約における契約図書の一部となることを目的として作成。

２．特徴

○公共建築工事標準仕様書（建築工事編）の一部を適用

（契約図書としては、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）と併用）

○構造耐力上主要な部分の構・工法は、軸組構法（壁構造系）工事、軸組構法（軸構造系）工事、枠組壁工法工事、丸

太組構法工事の章で規定。

○なお、丸太組構法は、許容応力度計算を要しない材料・工法の規定。（許容応力度計算を要する場合は特記で対応）

○構造計算により、設計特記しなくてはならない項目を、公共建築木造工事標準仕様書の中で示す。
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○公共建築木造工事に当たって確保又は遵守すべき標準的な品質、性能及び施工方法を示したもの。（統一基準）
○H25年版から３年経過し、本年３月に平成28年版として改定。

Ⅱ-1.技術基準類の整備

背
景

＜現状＞ 構造計画やコストの面で木造化が困難な場合がある。
例） 中高層の建築物や面積規模の大きい建築物において、求められる強度、耐火性等の性能を満た

すために断面積の大きな木材を使用しなければならない

○新たに建設する官公衙等は、原則として不燃構造とすること

都市建築物の不燃化の促進に関する決議 （昭和25年4月30日衆議院決議）

○耐火建築の普及奨励を推進し国及び地方公共団体は率先垂範すると共にその建築費用の低下を図る
ため構造部材の規格化と設計の標準化の施策を推進すること

木材資源利用合理化方策 （昭和30年1月21日閣議決定）

○上の決議を受け、第７条において庁舎の構造（防耐火）を規定

官公庁施設の建設等に関する法律 （昭和26年法律第181号）

○耐火建築物とすること等が求められる公共建築物であっても、木材の耐火性等に関する技術開発の推
進状況等を踏まえ、木造化が可能と判断されるものについては木造化を図るよう努めるものとする

公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針
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■官庁施設における木造耐火建築物の整備指針（平成25年3月）

○ 官庁施設としての性能を満たしつつ、木造耐火建築物を適切に設計等する手法をまとめている。
○ 木質耐火構造部材は引続き技術開発が進められているため、木造耐火建築物の新たな事例と共に、継続的にフォロ
ーアップしている。



Ⅱ-1.技術基準類の整備

■官庁施設における木造耐火建築物の整備指針（平成25年3月）

１．耐火建築物の技術的要件

建築基準法等の法令により、建設地や建築物の規模に応じて求められる防耐火上の性能、耐火建築

物や各建築部位が満足すべき要件を整理

２．木造耐火建築物の整備に関する技術的事項
メンブレン型 燃え止まり型 鋼材内蔵型○メンブレン型

○燃え止まり型
○鋼材内蔵型

の工法別に、「建築計画」「構造計画」「設備計
画」「施工」「工期」「コスト」に関する留意点等の技
術的事項を整理

３．混構造建築物の整備に関する技術的事項

木造とＲＣ造又はＳ造との「平面混構造」「立面混構造」「平面・立面混構造」の構造別に、「建築計画」

「構造計画」「組み合わせの留意点」「施工」「工期」「コスト」に関する留意点等の技術的事項を整理

立面混構造イメージ平面混構造イメージ

立面混構造の事例
(八雲学園中学校・高等学校メディアセンター)

本
編
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Ⅱ-1.技術基準類の整備

■官庁施設における木造耐火建築物の整備指針（平成25年3月）

資
料
編

１．ケーススタディ

「既存の技術で実現可能」等の条件により、３タイプのモデルを設定し、計画時の留意事項の整理、一般図・

各部詳細図の作成、環境性能の評価等を実施。

竪穴区画部断面詳細図（例）

ケーススタディを行ったモデルの概要

２．事例
○大臣認定を受けた又は開発中

の主な耐火構造部材

○耐火構造部材や混構造、耐火
性能検証法等を用いて設計を
行った耐火建築物の事例

等を収集、整理
東部地域振興

ふれあい拠点施設

３．チェックリスト

○法令等により求められる防耐火上の性能
○耐火建築物や各建築部位が満足すべき要件
○各種工法を用いる場合、混構造とする場合の

留意点
をチェックリストとして作成

14
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プ

○耐火構造部材の開発状況

木造エントランスホールイメージ（平面混構造）

○整備事例

（燃え止まり型）

平成26年度は、2時間耐火性能の柱・はり・間仕切壁が初めて認定された。

横浜商科大学高等学校

■所在地：横浜市旭区
■用途：学校
■階数：地上4階
■延べ面積：約1,987㎡

■所在地：山形県南陽市
■用途：集会所
■階数：地上3階 地下１階
■延べ面積：約5,990㎡

（株）ATグループ本社北館

■所在地：名古屋市昭和区
■用途：展示場・事務所
■階数：地上4階
■延べ面積：約4,321㎡

南陽市新文化会館

■所在地：福岡県久留米市
■用途：住宅型有料老人ホーム
■階数：地上3階
■延べ面積：約5,256㎡

スパビレッジ・ホリカワ

■所在地：千葉県柏市新柏
■用途：診療所
■階数：地上3階
■延べ面積：約3,130㎡

中郷会新柏クリニック
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Ⅱ-1.技術基準類の整備

■官庁施設における木造耐火建築物の整備指針のフォローアップ （平成26年5月）

Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築物を対象とした木材利用のためのガイドライン等

※ 全国営繕主管課長会議 構成員

４７都道府県＋２０政令指定都市
委員長： 東京都、 石川県、愛知県、兵庫県、山口県、徳島県、熊本県、宮崎県、さいたま市、相模原市
副委員長： 静岡市
委員： 北海道、神奈川県、国土交通省

目
的

・
経
緯

成
果
物

○ 「木造計画・設計基準」では、事務所用途建築物を中心に記載。
○事務所用途以外の公共建築物における木材の利用を促進するため、全国営繕主管課長会議の付託を

受け、同会議構成員※と連携し、関係省庁の協力を得て、公共建築物の設計等に必要な技術的事項の
検討を行い、ガイドライン等として取りまとめる。

公共建築物における
木材利用の導入ガイドライン

（Ｈ25年６月公表）

事務所用途以外の公共建築物を主に、設計

段階で必要となる技術的事項を設計図面を主

に95件の事項・事例を収集。

公共建築物における
木材の利用の取組に関する事例集

（H24年７月公表）

事務所用途以外の公共建築物を主に、94件

の木材利用の取組に関する事例を収集。

＜公共建築物＞

学校、社会福祉施設、病院・診療所、運動施設、社会教育施設 公営住宅、庁舎 等

16



Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築物における木材の利用の取組に関する事例集（平成24年7月）

テーマⅰ：関係者の理解の構築

テーマⅱ：発注上の課題

テーマⅲ：維持管理上の課題

テーマⅳ：その他

公共建築物に関する調査等の実施（北海道）

4.8%

20.5%

19.0%

17.9%

19.0%

28.2%

9.5%

10.3%

14.3%

12.8%

33.3%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

木造以外

の構造

木造

200円未満 200～400円未満 400～600円未満

600～800円未満 800～1,000円未満 1,000円以上

㎡当たりの煖房に要する費用

外部の木材使用と維持管理（広島県）
【廿日市市立平良小学校】

はつかいち へ ら

「環境配慮契約法基本方針」に基づく環境配慮
型設計提案協議の実施（群馬県）
【群馬県農業技術センター】

気象条件に適した構造の検討（仙台市）
【仙台市泉岳少年自然の家】

いずみがだけ

17

事例1 ： 神奈川県産木材を使用した建築事例

神奈川県自然環境保全センター（本館棟）
所 在 地 ： 神奈川県厚木市七沢

構造・階数 ： 木造一部RC造・地上2階
展示室

建築材料にできる限り県産木材を使用。
伐採時期や乾燥期間を見込み２年前から県産木材確保を準備。

展示室上部

18

Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築物における木材の利用の取組に関する事例集（平成24年7月）



２ 国土交通省（官庁営繕）の取組

(2) 木材利用の環境づくり － 3) 技術環境づくり
⑤ 公共建築物における木材利用の導入ガイドライン（平成25年6月）

１章 木材の利用

１ 木材の利用

木材を利用する意義、木材を利用した場合の
効果等を紹介。

２章 合理的な建築計画

１合理的な工法・材料
合理的な工法、材料を選択して、コスト縮減を

図った事例を紹介。

２章 合理的な建築計画

２ コスト
全国の地方自治体から収集した288棟の木造

建築物のコストについて、用途別や工法別等に
グラフ化し、コストイメージが把握しやすいように
とりまとめ。

建物用途
事務所 39棟 学校 25棟
保育園等 35棟 中･大規模空間建築 74棟
住居系建物 68棟 その他 47棟

３章 建築構造の設計

１ 立面混構造

建物用途・規模等により、下階を非木造、上階
を木造とした立面混構造を紹介。

森林の持つ多面的機能

一般流通材を利用し
在来工法を採用

滋賀県立彦根東高校
特別教室棟

5･6階木造、4階以
下は鉄骨造

埼玉県･春日部市
ふれあいキューブ

19

３章 建築構造の設計

２ 平面混構造
水回りを壁式構造のＲＣ造、それ以外を木造と

し、それぞれの構造上の特性を活かした事例を
紹介。

３章 建築構造の設計

３ 別棟解釈
木造建築物の一部に非木造の耐火建築物を

挟み込むことで、木造部分を耐火建築物としな
くてよくなった事例を紹介。

４章 建築部位の設計

１ 耐火・準耐火建築物
木造耐火建築物は難易度が高く、各種耐火部

材・工法が開発されつつある状況です。

高知県立山田養護
学校
女子寄宿舎棟

埼玉県宮代町庁舎

木造耐火建築物の
モデル設計
（タイプＣ）

国土交通省

ＲＣ部
ＲＣ部

４章 建築部位の設計

２ 維持管理を考慮した設計手法
木造建築物を設計

する段階で、維持管
理のしやすさを考慮
した事例を紹介。

長野県飯山市野坂田地域
交流センター 20

Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築物における木材利用の導入ガイドライン（平成２５年６月）



Ⅱ-1.技術基準類の整備

■公共建築物における木材利用の導入ガイドライン（平成２５年６月）

４章 建築部位の設計

４章 建築部位の設計

４章 建築部位の設計

５章 建築設備の設計

３ 樹種と使用部位
全国の地方自治

体から集めた288
の木造建築物の使
用樹種について、
部位別等にグラフ
化。

６ 大規模空間
スパン１０ｍ程度を超える大規模空間を持つ

事例を紹介。

１ 建築意匠に応じた設備設計
木材を見せる意匠に対応して、設備計画を工

夫した事例を紹介。

８ 木材の多様な見せ方
「温かさ」、「優しさ」等、木材の持つ多様な表

情を活かした事例を紹介。

図２ 梁の樹種

愛媛県立新居浜
特別支援学校
体育館

熊本県立
球磨工業高校
管理棟

天井部のエアコン目隠
しや照明機器設置用横
架材を一体的にデザイ
ン
佐賀県 神埼小学校放
課後児童クラブ
（新樹）
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Ⅱ-1.技術基準類の整備

■木造事務庁舎の合理的な設計における留意事項（平成２７年５月）

公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針
公共建築物における木材の利用の具体的な事例や建築コスト、木材の調達方法に関する情報

の収集・分析・提供等の施策の総合的な展開が図られるよう努めるものとする。
目
的

官庁施設における木材利用をより一層進めるには、木造建築物の整備コストの抑制を図る検討が必要。
このため、外部の有識者からなる検討会（座長は、東京都市大学 大橋教授）を官庁営繕部内に設置し、
木造事務庁舎における整備コスト抑制の事例などを収集・整理し、設計・施工上の留意点を検討する。

平
成

年
度
の
検
討
概
要

コスト抑制に配慮した事例の収集

製材・集成材等の流通状況調査

コストシミュレーション

近年に整備された事務所や学校などの６事例の木造建築物を対象に、発注者・設計者にヒア
リングを行い、主要構造部への木材利用（架構形式、組立方法等） 、材料調達における留意点
などの設計・施工上の留意点について整理。25

主に、製材（すぎ・ひのき）・集成材（すぎ・からまつ）について、一般流通材の規格（長さ・断面） 、
価格傾向等を把握。

２階事務室床を支持する大梁を対象として、部材種別（製材・集成材・重ね梁・トラス梁）、樹種・
強度区分、部材幅、小梁の接合方法等に応じて、対象スパンのコストシミュレーションを実施。

22



Ⅱ-1.技術基準類の整備

■木造事務庁舎の合理的な設計における留意事項（平成２７年５月）

22

○木造建築物の設計経験の少ない公共建築物の発注者・設計者が、合理的に設計を進められるように策定
○ 設計時に選んだ木材の調達に手間取り、工事の長期化や建設コストの増大を招く状況に陥らないように、現場で調達

しやすい材料や調達にかかる期間・コストなど、事前に把握して設計内容に反映しておくべき事項をとりまとめ

１．適用

○官庁施設の計画・設計時に、「木造計画・設計基準」等の基準類と共に活用

２．対象

○低層の木造事務庁舎をはじめ、公共建築物で幅広く活用可

３．留意事項

○「木材調達」に関する留意事項

必要な木材の概数量、 建設地域で入手が容易な木材・困難な木材、使用木材に応じた調達期間を把握する。

○「主要構造部における木材利用」に関する留意事項

建設地域で入手が容易な木材を使用して、平立面計画やスパン・モジュール計画、接合部の検討等を行う。

○その他

住宅用建材の活用や、使用部位に応じた内装仕上げ材の選定を行う。

４．参考資料

○建築構造設計における事前調査

製材工場等への事前調査方法や、各地域の木材調達に関する相談窓口を紹介。

○木材に関する基礎知識

製材や集成材の流通、ＪＡＳ適合材、ＪＡＳ認定工場、接合金物・プレカットについて紹介。

○各種調査・ケーススタディ結果

製材・集成材の価格傾向・流通状況、既製の接合金物、住宅用資材等に関する調査結果や、スパン別に見た大梁・

上部構造のコスト傾向、構造種別に見た基礎のコスト傾向についてのケーススタディ結果を紹介。 23

以下の方法により、木材特有の経年変化や木造建築物
の耐久設計・施工・保全（清掃・点検・保守・修繕等）に関
する情報を収集。

①文献調査
②既存建築物の調査

施設管理者、設計者等へのアンケート調査
現地調査

③関係団体ヒアリング

○ 木材を利用した官庁施設の保全に関する技術基準類をとりまとめるため、H27～H28年度の2か年にわたり調査検討を実施中。
○ 初年度は、木材特有の経年変化や木造建築物の耐久性を確保するための設計・施工・保全方法について調査。
○ 成果として、木造事務庁舎の ①維持管理段階での適正な保全方法、②設計・施工段階で留意すべき事項 をとりまとめ。

建築物の耐久性や保全性を確保するために、設計・施工段階
において、「木造計画・設計基準」等の既存の基準に加えて留意
すべき事項をとりまとめ。
記載項目
✓ 屋外に位置する木材（下地材を含む）の腐朽対策
✓ 構造用金物のゆるみ・腐食対策 ✓ 土台・床下の蟻害・腐朽対策
✓ 防火処理木材の白華対策 ✓ 集成材のはくり対策 など

経年変化とその変化要因・兆候

腐朽 蟻害 干割れ

＜木材特有の経年変化＞
木造建築物では、水分の長期滞留や腐朽菌・シロアリ

等の要因により、経年変化やその兆候が発生。

（例） 腐朽、蟻害、干割れ、変形、欠損、変色、建具の動
作不良等。

○有識者の意見を踏まえ、収集した情報を整理。
○木材を利用した事務庁舎の長寿命化を図るために、

①維持管理段階での適正な保全方法
②設計・施工段階で留意すべき事項 を検討。

調査

検討

木材を利用した官庁施設の適正な保全に資する整備のた
めの留意事項（案）

「建築物等の利用に関する説明書」作成の手引き・作成例（木造版）

建築物の部位や木質材料毎に、管理上の注意点等を記載。

記載例 （木製外壁材）
【管理上の注意事項】 干割れ等からの水分の浸入（腐朽につながる。）
【点検周期・方法】 １回/年、目視
【故障と対応】 変色等が見られたら専門業者に点検・補修を依頼
【清掃周期・方法】 １回/年、専門業者による清掃

保全の方法

木材特有の経年変化やその兆候を踏
まえ、施設担当者の参考となる情報を
収集し、留意点を整理し記載。

劣化の概要

成果
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Ⅱ-1.技術基準類の整備

■木材を利用した官庁施設の保全等に関する検討（平成27～28年度）



図２ 梁の樹種

愛媛県立新居浜
特別支援学校
体育館

内
容

①部位
計画・設計・施工にあたって留意すべき部位

②想定される現象
経年によって発生する可能性のある現象

③要因
現象が発生する要因

④問題点
既往の文献等を引用した具体的な解説

⑤基準類の関連箇所
「木造計画・設計基準（平成23 年版）」等の
関連箇所

⑥留意事項
施設の耐久性及び保全性を向上するために
基準類を補完する事項

⑦参考図・写真
関連する図や写真を掲載

○官庁施設における木材利用をより一層進めるためには、木材を利用した官庁施設の保全に係る技術的支援が必要。

○木材を利用した官庁施設の耐久性及び保全性を確保するために、設計時において留意することが望ましい事項や、工
事の実施に当たって留意すべき事項についてとりまとめ。

○今後、官庁施設の長期的な経済性を確保する観点での追記等、更なる充実化を図る予定。

留意事項の構成留意事項の構成 事例事例

柱脚部の金物設置例 柱脚部の腐朽

① 部位 屋外の独立柱
② 想定される現象 腐朽
③ 要因 柱脚の木口への水分の浸入
⑥ 留意事項

屋外に面する柱脚部は、柱との間に通気層
を確保の上、モルタルや板金、石等の仕上げ
で覆う対策や、木口については接合金物に
よってコンクリート基礎等から離すといった対
策を検討する。
⑦ 参考図・写真
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Ⅱ-1.技術基準類の整備

木材を利用した官庁施設の適正な保全に資する整備のための留
意事項（案） 平成28年5月

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ-2. 官庁施設の整備事例



平塚地方合同庁舎 会議室棟 （左）外観 （右）内観

平成24年度完成

横浜植物防疫所つくばほ場 事務・検査棟
平成26年度完成
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Ⅱ-2.官庁施設の整備事例

■木造化①

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園
復原事業情報館

平成26年度完成

福島型鳥獣保護区 管理観察棟 28

Ⅱ-2.官庁施設の整備事例

■木造化②



Ⅱ-2.官庁施設の整備事例

■内装等の木質化①

29中央合同庁舎第８号館 風除室（壁）

東雲合同庁舎 玄関ホール（壁）

京都地方合同庁舎 玄関ホール（壁）

平成25年度完成

石巻港湾合同庁舎 （左）玄関外部（木格子スクリーン） （右）玄関ホール（壁、階段）

熊本地方合同庁舎Ｂ棟 （左）玄関ホール（壁、受付カウンター） （右）アトリウム吹抜（壁）

平成26年度完成
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Ⅱ-2.官庁施設の整備事例

■内装等の木質化②



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ご清聴ありがとうございました

［参考］国土交通省ホームページ
「官庁営繕における木材の利用の推進」
http://www.mlit.go.jp/gobuild/mokuzai_index.html


